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研究成果の概要（和文）：本研究では、1.被災経験による個別経済主体における稼得能力の減少と、2.個別経済
主体の稼得能力の減少がマクロ経済レベルにおいてどのように集計された形で現れるかの両面についての定量的
な分析を行った。この結果、1についての明確かつ有意な減少を特定するには至れなかった。これは、しかし、2
については個別経済主体の生産能力のうちTFPにあたる部分が集計化された際に、算術平均ではなく幾何平均の
形で現れることが分かった。なお、この集計化はそれ自体が不可能であるとされてきた（ケンブリッジ＝ケンブ
リッジ論争）が、本研究の成果として、同質あるいは異質な資本を含むような経済も集計は可能であることが示
された。、

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted a quantitative analysis on two subjects; 1. the 
damages to the earning abilities of individual economic agents due to disaster experience; and 2. 
how the damages to the earning abilities of individual economic agents are aggregated to the 
macroeconomic level. As a result, we were unable to identify a clear and significant reduction 
regarding 1. However, regarding point 2, we found that when the production capacity of individual 
economic agents, particularly the TFP component, is aggregated, it appears in the form of a 
geometric mean rather than an arithmetic mean. It should be noted that this aggregation was 
previously considered impossible (the Cambridge-Cambridge controversy), but the findings of this 
study demonstrate that aggregation is possible even in economies that include either homogeneous or 
heterogeneous capital.

研究分野： 災害復興政策

キーワード： 災害復興　稼得能力　経済の集計　異質資本

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究における、個別経済主体の生産能力の集計の可能性に関する議論は、甚大災害からのマクロレベルでの復
興と個別経済主体の経済的な再建の間にある差異の説明に貢献する。これは、(1)被災経験のある経済主体の再
建があった場合と(2)被災地域に被災経験のない経済主体が移転してより活発な経済活動を行って、その結果被
災経験のある主体が淘汰された形になっても、マクロレベルでは経済復興が進んだと観察されてしまうからであ
る。本研究の成果はこの(1)・(2)の特定を行うためのヒントを与える。また、これまで理論的に否定されてきた
複数部門の経済から1部門経済への集計可能性を、可能であることを示したことは重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
申請者はこれまで、災害が被災地域の経済に与える影響について実証的な研究を行ってきた。こ
の中で、Dupont et. al (2011)などにおいて、阪神淡路大震災などの甚大な災害においてもマク
ロ経済がおよそ 5 年で回復することが示されているが、個別の家計レベルあるいは企業レベル
における回復が実態としてそうではないことに疑問を感じた。実際、地主・堀江・萩原（2018）
において示されているように、個別家計における生活水準の回復は、被災地のマクロレベルでの
経済復興の水準とは必ずしも一致しない。これは、個別の所得や集計化されたときに情報が埋没
し、ミクロレベルにおける、(1)被災経験のある経済主体の再建と(2)被災地に移転した被災経験
がない経済主体による活発な経済活動が、マクロレベルへの集計段階において識別ができなく
なることが原因であると考えられた。 
 我々は、この埋没した情報を特定化するための準備として、個別経済主体の稼得能力（あるい
は生産能力）の減少を特定化するとともに、この減少がマクロレベルへ集計化される際に埋没し
たとしてもこれを再度識別して追跡する方法がないかを考えようとした。 
 
２．研究の目的 
本プロジェクトは 2つのパートで構成される。ひとつは災害が個別の経済主体の稼得能力（家計
の場合＝均衡における限界生産力）あるいは生産能力（企業の場合）を減少させることを、マイ
クロデータを用いた実証分析で示すこと、いまひとつは個別の経済主体の生産力の減少がマク
ロレベルにどのように現れるかを、理論的な枠組みで示すことである。 
 
(1) このために、所得低下や資産毀損だけではなく、家計の稼得能力の源泉であるいくつかの能
力（major component ability）への負の影響を通じた、現世代家計（＝被災を経験した主たる
生計支持者の家計）と将来世代家計（＝現世代の子世代）への災害被害を包括的に捉えることを
目的とした。 
(2)また、これらの影響が集計化されたマクロ経済でどのように現れるか、すなわち個別の TFP
がマクロ生産関数上の TFP でどのように表現されるかを示すことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)個別家計の Component Ability の推定とそれらへの被災経験の影響 
この目標・目的を達成するために、市民アンケートを実施して、①対数正規分布に従う所得分布
の構成要素たる、正規分布に従う個人の技能・能力の分布（component ability）を特定し、そ
の中でも②対数正規性を生成する上で当てはまりのよいもの（major component ability）を特
定し、災害が直接的な被害以外にも健康やメンタルヘルスの悪化などを通じて所得低下に与え
る影響を分析します。さらに、災害に脆弱な（=感応度が高い）major component ability と、
それを補完する人的資本の蓄積行動を把握することで、将来世代への災害の影響を把握します。
以上により、③災害によってライフサイクルの経済行動の下方パスに陥った家計の生活再建に
必要な生活支援政策を金額表示で求めようとした。 
 
(2)ミクロ経済主体の集計問題：本件はケンブリッジ＝ケンブリッジ論争にあるとおり、マクロ
レベルの経済のパフォーマンスを測るための、マクロ生産関数そのものの存在から議論を始め
なければならない。このため、後の実証研究を視野に入れて、コブ＝ダグラス型生産関数を用い
た 2 部門モデルを 1 部門モデルに集計可能であるかを検証することからスタートした。ここで
集計可能であるとは、個別の経済主体の利潤最大化問題から得られる要素需要の合計から算出
される生産物の量の合計が、マクロ生産者の利潤最大化問題の結果としての要素需要と一致す
るか、また、マクロ生産者によって最大化された利潤とミクロ生産者によって最大化された利潤
の総額が一致するような「集計財価格」の存在を示すことができることを言う。さらに、これら
をより集計の数の上での一般化（2 部門から 1部門経済の集計からｎ部門から任意の m部門さら
に 1 部門への集計への拡張）、中間生産物の生産を途中に含めたサプライチェーン経済の構築、
さらに経済発展を考慮するためのもっとも基本的かつ代表的な枠組みのひとつとしての宇沢 2
部門モデルからソローの 1部門モデルへの集計、これらに加えて生産関数の一般化（コブ＝ダグ
ラス型生産関数から 1次同時性のみを仮定した生産関数への拡張）を行おうとした。 
 
４．研究成果 
(1)Component Ability の推定は、アンケートから Task を能力が均衡上で現れたものとして仮定
した場合と、それ以外の Non-cognitive skill を含めた場合について行ったが、現状では明確で
有意な影響を見ることができない。これはおそらく、被災時における失業などを通じて、所得の
減少こそ起こっているものの、稼得能力として特定化することに失敗しているからであると考
えられる。 
(2)集計可能性の検証と、推定された TFP の集計を通じたミクロレベルの被災の影響の集計は、



検証が大きく終わってはいるものの、推定までは至っていない。また、３で述べた通り、ミクロ
レベルでの生産性の変化がマクロレベルでの生産性に与える影響を捉えるうえでの理論的な考
察には注意が必要であったため、本プロジェクトの研究成果はそこに集中している。 
まず、“Construction of an Aggregated Economy – Aggregated TFP and Price Level–”(Doi, 

et. al, 2021)において、コブダグラス型生産関数を用いた 2部門の生産部門を持つ経済を、部
門の生産部門に集計できることを示した。すなわちマクロ生産者とマクロ生産関数、さらには仮
説的に存在する「集計財」の価格である「集計財価格」が存在することを示した。これ先駆けて
Baquaee and Farhi(2018, Econometrica)が、集計財の生産関数（マクロ生産関数）とその TFP
を表しているが、Baquaee and Farhi(2018)は、集計財の生産関数が存在することを“Aggregator 
Function”としてあらかじめ仮定した後に、その性質を探索している。その一方で、我々は、存
在を仮定することなく性質を示し、さらには集計財の価格を示すことに成功している。これは、
生産関数だけでなく経済全体の集計化を行うことに成功していることを意味し、その点におい
て我々の成果はより包括的な議論に耐えうる。なお、拡張としてはあまり大きなものではないが、
集計可能な対象を 2部門経済から n(>2)部門経済、さらに集計先を 1部門だけではなくいかよう
なサブグループ（すなわち m(>1)部門への集計）に集計することも可能であることを示している。 
これをさらに応用して、中間財生産部門の存在を仮定し、①中間財部門を含む多部門経済から

サプライチェーンを抽出し複数サプライチェーン経済に再編し、②複数サプライチェーン経済
をマクロ的な一財生産経済に集計することが可能であることを示した。この中において提示し
た経済の集計手続きは，二つの整合性の要請を満たす。第一の整合性は，集計の前後における「生
産要素と生産物の価値の保存」である。第二は，集計前後の経済における均衡論的整合性である。
われわれが提案する集計作業のいま一つの特徴は，2 つの整合性を満たしながら，各部門の TFP 
をマクロ的 TFP に集計する手続を明らかにすることである。これにより，特に中間生産物部門
の TFP の変化が集計 TFP に及ぼす影響が大きいことが判明した。これらは、コブダグラス型生
産関数での集計の後、”Construction of Supply Chain Economy via Aggregation”(Horie and 
Iritani, 2023)で、一次同次性のみを仮定したより一般的な生産関数の下でも可能であること
が示されている。 
 また、我々は、「異質資本を含む経済の集計」において、Cambridge-Cambridge 論争のもう一つ
である、異質な資本とそれを含んだ 2部門経済の集計が可能であることも示した。これは、二段
階の手順を踏み、第一に 2 種類の異質資本から仮説的な「集計資本」を構築さらに集計資本のレ
ンタル価格を構築し、その後に集計資本をそれぞれの部門に配分した後に、第二段階として財の
集計と集計財価格の構築を行った。これは非常に重要な含意を持ち、産業連関表から TFP の推定
を行う際に、資本の異質性を無視することが可能になるといえる。 
 これらを総じて、“Uzawa, Solow and Aggregation”(Horie, et. al, 2021)で、経済発展論の
最も基本的な形としての宇沢 2 部門モデルからソロー1 部門モデルへの集計を行った。ただし、
これは一時均衡における議論であり、資本の蓄積の経路を考慮に入れると動学均衡上での集計
は困難であることが予想される。そうではあるが、被災地の経済発展あるいは経済の復興を考え
るうえでは、動学的な均衡上の集計の可能性を示すことはいずれ必要になると考えられる。 
(3)これらとは別に、すでに得ていた被災による家計の長期的な生活水準の低下を前提とし（稼
得能力の減少と連携して考える）を想定し、事前にハザードから距離をとる防災集団移転を行う
ことをケーススタディで示した”Building Back Better and Economic Instrument”(Horie, 
2018)を Bousai Forum で報告した。また、“What drives evacuees to return to Fukushima?:A 
Decision Tree Approach”（Horie, et. al, 2023）で東日本大震災後に被災者を対象として行っ
た対面＋Web アンケートのデータにもとづいて、決定木分析を応用して、被災者が被災した元の
居住地に帰還する確率を推定した。 
また、地震による個別経済主体へのストックにおけるダメージを地理的に推定する方法を、豊

田ら(2020)において開発したが、これはダメージの識別・追跡の際の情報として活用の可能性が
ある。 
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